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最近の景気動向（ＧＤＰ）

国内総生産実質季節調整系列
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07年度GDP

562.8兆円

（＋1.9%）

06年度GDP

552.3兆円

（＋2.3%）

05年度GDP

540.0兆円

（＋2.3%）

04年度GDP

528.0兆円

（＋2.0%）

03年度GDP

517.7兆円

（＋2.1%）
(▲3.2%)

(▲0.6%)

(▲0.9%)

(0.2%)

(1.1%)

平成20年10～12月期四半期別ＧＤＰ速報 （２次速報値）
　　　　1次速報値と2次速報値の比較（四半期値、実質、季節調整済前期比）

（2000暦年連鎖価格；　単位：％）

１次速報値 2次速報値

(2009.2.16公表) (2009.3.12公表)

国内総生産（ Ｇ Ｄ Ｐ ） -3.3 -3.2 GROSS DOMESTIC PRODUCT

［年 率 換 算］ [-12.7] [-12.1]  ［Annual rate］

項　　　目

出典 ：内閣府 四半期別ＧＤＰ速報

国内総生産の推移（実質、季節調整済）

○国内総生産は、2008年までは増加傾向であったが、2008年以降は急激に減少
○特に2008年10～12月期では、年率換算でマイナス12％減少（速報値）
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Diffusion Index
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最近の景気動向（業況判断ＤＩ）

Diffusion Index（全産業）
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北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海

近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

出典 ：日本銀行「地域経済報告」（さくらレポート）

○全国的には、2008年までは横ばいであったが、2008年以降は大きく減少
○北海道では、2008年まではマイナスであり全国を下回っていたが、近年は全国と同程度

※ 業況判断ＤＩ：「良い」－「悪い」 ％ポイント

業況判断DIの推移（全産業） 業況判断DIの変化（06.12 → 09.3）



4

有効求人倍率の推移

出典：厚生労働省「一般職業紹介状況」

有効求人倍率の推移（全国、ブロック別）
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全国 北海道 東北 南関東 北関東・甲信 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州

○全国では、1990年前後にピークがあり、その後、1.0以下でほぼ横ばい
○北海道では、1990年前後にピークが見られず、0.5前後でほぼ横ばい
○近年では、全国では減少傾向にあるが、北海道では横ばい
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産業別構成比（06年）

○北海道では、「サービス業」・「卸売・小売業」・「不動産業」の占める割合が高い
○北海道の産業シェアは、全国と比べ「建設業」・「サービス業」・「農林水産業」が大きく、「製造業」が小さい

出典：県民経済計算年報（内閣府）より作成

北海道・
東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

農林水産業 1.2% 4.6% 3.5% 0.6% 0.9% 0.5% 1.2% 3.0% 2.8%
鉱業 0.1% 0.3% 0.3% 0.1% 0.1% 0.1% 0.2% 0.2% 0.3%
製造業 25.5% 11.2% 22.6% 20.8% 38.8% 26.5% 32.3% 25.0% 19.7%
建設業 5.5% 9.2% 7.4% 5.1% 5.4% 4.6% 5.7% 5.7% 6.5%
電気・ガス・水道業 3.3% 3.5% 4.9% 2.6% 3.4% 3.2% 3.8% 4.3% 3.7%
卸売・小売業 13.8% 14.3% 12.0% 15.1% 11.4% 15.4% 11.6% 12.3% 14.2%
金融・保険業 6.7% 5.2% 4.8% 8.6% 4.9% 6.0% 5.8% 6.3% 5.4%
不動産業 13.0% 13.4% 13.1% 14.1% 10.5% 13.5% 11.6% 12.2% 12.2%
運輸・通信業 7.5% 10.9% 8.2% 7.2% 6.6% 7.5% 7.9% 8.2% 8.9%
サービス業 23.7% 27.5% 23.7% 26.0% 18.3% 23.0% 20.1% 23.0% 26.6%
全産業 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

全国 北海道
全国ブロック別

※全産業の総生産額に占める各産業の生産額の占める割合
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産業別成長率（96年－06年）

○北海道では、特に「建設業」のマイナス成長が大きく、「農林水産業」・「サービス業」ではプラス成長
○北海道の成長率は、「製造業」・「建設業」等で全国を下回り、「農林水産業」では全国を上回る

出典：県民経済計算年報（内閣府）より作成

北海道・
東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

農林水産業 -9.4% 18.8% -1.8% -10.1% -13.4% -24.9% -18.3% -13.1% -7.9%
鉱業 -13.3% -5.4% -2.4% -6.8% -9.1% -34.5% -13.9% -9.6% -22.6%
製造業 20.7% -9.6% 35.5% 10.2% 36.9% 12.0% 25.3% 15.4% 23.8%
建設業 -35.1% -44.1% -45.0% -30.6% -23.6% -44.9% -35.9% -43.4% -29.4%
電気・ガス・水道業 24.6% 21.9% 24.2% 32.1% 22.9% 13.1% 28.7% 34.2% 20.6%
卸売・小売業 -6.3% -20.0% -19.6% 4.3% -7.1% -11.1% -20.1% -15.6% -12.4%
金融・保険業 7.7% -12.2% -6.2% 16.1% 9.3% -8.9% 15.3% 8.3% 1.6%
不動産業 13.7% 10.9% 11.3% 17.0% 15.7% 5.3% 15.2% 16.4% 13.7%
運輸・通信業 18.3% 4.1% 9.0% 23.0% 21.7% 10.7% 22.4% 15.6% 19.9%
サービス業 29.1% 14.8% 22.9% 34.6% 31.1% 21.7% 22.0% 21.0% 29.0%
全産業 10.2% -5.6% 3.5% 13.6% 18.3% 2.1% 9.0% 4.6% 8.9%

全国 北海道
地域ブロック

※各産業の総生産額の伸び率 （06年各産業生産額ー96年各産業生産額）／96年各産業生産額
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産業別成長寄与度（96年－06年）

○北海道では、「建設業」のマイナス寄与が大きく、「サービス業」のプラス寄与を打ち消している
○全国では「製造業」のプラス寄与が大きいが、北海道ではマイナス寄与

出典：県民経済計算年報（内閣府）より作成

北海道・
東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

農林水産業 -0.1% 0.7% -0.1% -0.1% -0.2% -0.2% -0.3% -0.5% -0.3%
鉱業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.1%
製造業 4.8% -1.1% 6.1% 2.2% 12.3% 2.9% 7.1% 3.5% 4.1%
建設業 -3.3% -6.8% -6.3% -2.5% -2.0% -3.8% -3.5% -4.6% -3.0%
電気・ガス・水道業 0.7% 0.6% 1.0% 0.7% 0.8% 0.4% 0.9% 1.1% 0.7%
卸売・小売業 -1.0% -3.4% -3.0% 0.7% -1.0% -2.0% -3.2% -2.4% -2.2%
金融・保険業 0.5% -0.7% -0.3% 1.4% 0.5% -0.6% 0.8% 0.5% 0.1%
不動産業 1.7% 1.2% 1.4% 2.3% 1.7% 0.7% 1.7% 1.8% 1.6%
運輸・通信業 1.3% 0.4% 0.7% 1.5% 1.4% 0.7% 1.6% 1.2% 1.6%
サービス業 5.9% 3.3% 4.6% 7.6% 5.1% 4.2% 4.0% 4.2% 6.5%
全産業 10.2% -5.6% 3.5% 13.6% 18.3% 2.1% 9.0% 4.6% 8.9%

全国 北海道
全国ブロック別

※各産業の生産額の成長寄与率 （06年各産業生産額ー96年各産業生産額）／96年全産業生産額
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北海道・全国のシフトシェア分析（96年－06年）

○北海道の産業シェアは、全国と比べ「建設業」・「サービス業」・「農林水産業」が大きく、「製造業」が小さい
○北海道の成長率は、「製造業」・「建設業」等で全国を下回り、「農林水産業」では全国を上回る
○北海道では、全国と比べ「建設業」が産業全体に与える影響が大きい

【北海道】 【全国】

出典：県民経済計算年報（内閣府）より作成

縦軸：06年／96年の成長率
横軸：06年の産業別シェア
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北海道の圏域別産業構成

【道央】

【道北】

○北海道の域内生産額は、道央で約20兆円、その他各圏域では、2～3兆円程度
○「建設業」の割合は、各圏域で10％前後であり、最高が道北の14％、最低が道央の9％

【オホーツク】

【釧路・根室】

【十勝】【道南】

出典：北海道開発局 平成１５年北海道地域間産業連関表

※域内生産額の構成比

【域内生産額】 約20.0兆円

【域内生産額】 約3.7兆円

【域内生産額】 約2.8兆円 【域内生産額】 約2.3兆円

【域内生産額】 約2.4兆円

【域内生産額】 約2.2兆円
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北海道の建設業の概要

建設業許可者数 ２２，３４９業者（平成１９年度末）
建設業従業者数 ２２４，２５３人（平成１８年）
建設業総生産額 １５，７５４億円（平成１８年度）

建設業許可者数 ２２，３４９業者（平成１９年度末）
建設業従業者数 ２２４，２５３人（平成１８年）
建設業総生産額 １５，７５４億円（平成１８年度）

10～19人
17.6%

50～99人
1.7%

30～49人
3.6%20～29人

5.6%

100人以上
0.4%

5～9人
27.3%

1～4人
43.9%

許可業者数 ： 全国の４．４％
建設業従業者数 ： 北海道の全産業の１０．４％
建設業総生産 ： 北海道の総生産の８．３％

許可業者数 ： 全国の４．４％
建設業従業者数 ： 北海道の全産業の１０．４％
建設業総生産 ： 北海道の総生産の８．３％

北海道の建設業事業所数の従業者規模別内訳

出所）国土交通省「建設業許可業者数調査、総務省「平成１８年事業所・企業統計調査」

内閣府「平成１８年度県民経済計算」

出所）建設工業調査会ＨＰ「ゼネコン完工高上位」の上位１００社から抽出

※平成２０年１１月現在

※事業所数は民営事業所

北海道の建設業者の規模

順位 企　　　　業 総完工高(百万円) 所　在　地

1 Ａ　　　社 1,454,939 東 京 都
2 Ｂ　　　社 1,380,269 東 京 都
3 Ｃ　　　社 1,298,153 東 京 都
4 Ｄ　　　社 1,240,567 東 京 都
5 Ｅ　　　社 1,061,341 大 阪 市
6 Ｆ　　　社 455,404 東 京 都

10 Ｇ　　　社 294,376 東 京 都

20 Ｈ　　　社 182,042 東 京 都

39 Ｉ　　　社 79,078 札 幌 市

60 Ｊ　　　社 43,390 札 幌 市

84 Ｋ　　　社 26,557 札 幌 市

96 Ｌ　　　社 20,562 札 幌 市

（参考）
九州 ７社（最高位５５位）
四国 １社（８０位）
東北 ０社
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社会資本整備に係る投資水準の推移

総生産に占めるIgの割合の推移

北海道の総生産・Igの推移

出所）内閣府「平成１８年度県民経済計算」

全国の総生産・Igの推移

○総生産に占める一般政府総固定資本形成（Ig）の割合は、北海道では低下傾向にあるが、全国に比べ高い水準
○北海道では、全国と比べて経済における公共投資への依存度が高い
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北海道の建設投資額・建設業者数・就業者数の推移

北海道の建設投資額（出来高ベース）の推移

建設投資ﾋﾟｰｸ
4.8兆円（5年度）

１９年度投資額２．３兆円
ピーク時比▲５２．９％

○建設投資額は近年大きく減少しており、１９年度投資額は、ピーク時（H5）から５０％以上減少
○１９年度建設業者数は、ピーク時（H11)から約１４％減少、就業者数は、ピーク時（H7・8・9平均）から約２３％減少
○北海道では建設業者数・就業数に比べ投資額の減少が大きく、建設業者過多となり、競争が激化
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40就業者数(万人)

許可業者数
就業者数

北海道の建設業許可業者数・就業者数の推移

出所）国土交通省「建設総合統計」、「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」

業者数(１９年度末)２．２万業者
ピーク時比▲１４．３％

就業者数（１９年平均）２７万人
ピ－ク時比▲２２．９％

就業者数ﾋﾟｰｸ
35万人（7,8,9年平均）

許可業者数ﾋﾟｰｸ
26.1万業者（11年度末）

５３．４％

４６．６％
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建設投資ﾋﾟｰｸ
87.7兆円（3年度）

１９年度投資額５０．１兆円
ピーク時比▲４２．９％
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全国の建設業許可業者数・就業者数の推移

業者数(１９年度末)５０．８万業者
ピーク時比▲１５．５％

就業者数（１９年平均）５５２万人
ピ－ク時比▲１９．４％

許可業者数ﾋﾟｰｸ
60.1万業者（１１年度末）

就業者数ﾋﾟｰｸ
685万人（９年平均）

出所）国土交通省「建設総合統計」、「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」

（参考）全国の建設投資・業者数・就業者数の推移

３４．０％

６６．０％

○１９年度建設投資額は、ピーク時（H3）から約４３％減少
○１９年度建設業者数は、ピーク時（H11)から約１６％減少、就業者数は、ピーク時（H9）から約１９％減少
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○北海道では、近年、公共土木部門の投資額が急激に減少

北海道の種類別建設投資額（出来高ベース）の推移

出所）国土交通省「建設総合統計」

北海道の種類別建設投資額
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民間維持修繕

民間新設

出所）国土交通省「建設工事施工統計調査」

新設・維持修繕工事の推移

北海道の新設・維持修繕工事別元請完成高の推移 全国の新設・維持修繕工事別元請完成高の推移

○全国的には民間新設工事が新設工事全体の落ち込みを下支えしているが、北海道は民間新設工事自体が少ない
○全国の民間新設工事も長期的には漸減傾向にあるが、民間維持修繕工事は微増傾向
○北海道における民間維持修繕工事は、年ごとの増減が大きい
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出所）東京商工リサーチ資料
※負債総額1,000万円以上

建設業の倒産件数の推移
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○北海道の建設業の倒産件数が全産業に占める割合は全国を大きく上回っており、近年は約４割前後で推移
○倒産件数は、近年２００件前後で推移していたが、平成２０年は大幅に増加
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北海道の建設業の売上規模別営業利益率の推移 全国の建設業の資本金規模別営業利益率の推移

出所）財務省「法人企業統計」、北海道建設業信用保証㈱資料

○一般に、建設業の営業利益率は小規模な建設業者ほど低く、特に北海道の売上規模３億未満の規模ではマイナス
○北海道では、近年の営業利益率が急速に悪化
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北海道における建設業への特化度

 1.0未満
1.0以上 2.0未満 
2.0以上 5.0未満 
5.0以上 

建設業への特化度＝（当該市町村の建設業就業人口／当該市町村の就業人口）／（全国の建設業就業人口／全国の就業人口）

建設業への特化度（Ｈ１７）

出所）「人口減少下における地域構造検討業務報告書」（H19 計画計量研究所）

 

函館

札幌

旭川

帯広

釧路

北見

○北海道では、市町村の就業人口に占める建設業就業人口の割合は総じて高く、全国の1.0～2.0倍
○北海道では、全国と比較して、雇用も建設業に依存する傾向が強い。

■1.0未満
■1.0以上2.0未満
■2.0以上5.0未満
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１６，６５４

○１０年間で従業者１０人以上の事業所は大幅に減少するも、１０人未満の事業所は微減に留まる

北海道の建設業の従業者規模別事業所数の推移

出所）総務省「事業所・企業統計調査」
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北海道の建設業事業所数と従業者規模別内訳
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○北海道の建設業者の規模は、従業員するが１０人未満の小規模な事業所の割合が多い
○従業者の構成比は、市町村規模に関わらずほぼ同様であり、１万人未満でも市町村によっては１００人以上の事業
所がある

出所）総務省「平成１８年事業所・企業統計調査」
※民営事業所

人口5万人以上
10万人未満の市
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北海道の全産業に占める建設業従業者数の割合北海道の全産業に占める建設業事業所数の割合

出所）総務省「平成１８年事業所・企業統計調査」
※民営事業所

○人口５万人未満の市町村では、建設業（事業所数・従業者数）の割合が共に全産業の１０％以上を占める
○北海道は、経済面・雇用面のおいて、小規模な市町村ほど建設業への依存度が高い
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全国の建設業就業者の年齢階層別構成比の推移

出所）厚生労働省「労働力調査」

建設業就業者の年齢構成

○北海道の建設業就業者は、全国と比較して40歳、50歳以上の割合が高く、２０年度では約６７％が40歳以上
○特に、50歳以上の割合が増加しており、高齢化が進行



23

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 (年)

(％)

入職率 離職率 入職超過率

建設業の入職率・離職率の推移

全国の建設業の入職率・離職率の推移

出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 (年)

(％)

入職率 離職率 入職超過率

北海道の建設業の入職率・離職率の推移

○北海道の建設業の入職率・離職率ともに、全国と比較して、年による変動が大きい（定着率が低い）
○入職率と離職率の差である入職超過率は、０％前後を推移
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建設業における給与額・労働時間の推移

常用労働者一人平均月間現金給与額の推移 常用労働者一人平均月間労働時間数の推移

出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」

○北海道の建設業の給与額は、道内全産業との比較では高水準であるが、全国の建設業と比較すると安い
○北海道の建設業の労働時間は、道内全産業を大きく上回り、全国の建設業と比較しても長時間
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建設業における時間当たり給与額の推移

○北海道の建設業は労働時間が長いため、時間当たり給与額は全産業平均とほぼ同水準
○全国の建設業と比較すると、時間当たり給与額は低水準

常用労働者一人平均時間当たり給与額の推移

出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」より国土交通省北海道局作成
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○建設機械の保有台数は、近年、減少傾向
○業種別購入割合では、建設業の減少幅とリース業の増加幅が大きい

全国の主要建設機械の推定保有台数の推移

全国の建設機械の業種別購入台数比率の推移

出所）経済産業省、国土交通省「建設機械動向調査」
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建設業の地域における活動

○社会資本の整備・維持 ○災害発生時の応急・復旧活動

○地域社会における各種活動

○地域社会の行事への参画

○商工会議所等における活動

※建設業者が商工会議所会頭を務める例

→ 北海道：９／４２、愛知県：０／２２

○建設業者は、地域の生活基盤である社会資本整備の直接的な担い手
○建設業者は、災害発生時において、現場での応急・復旧活動を実施
○その他、地域社会の行事への参加、商工会議所等における活動を実施

堤防の維持管理 Ｈ１９水防演習



28

地域における活動事例①

平成 13年 9月洪水 網走川における内水排除及び堤防基盤漏水の対応 
津別町、美幌町、旧女満別町において洪水に伴い発生した内水及び堤防基盤漏水への対
策に当たり、地元企業の迅速な現地参集と人員の手配により洪水被害の軽減を図った。 

■経 緯 
網走川流域では、平成 13 年 9 月 10 日から秋雨前線及び台風 15 号の影響によ

り 12 日までの 3日間にわたり雨が降り各地で 200 ㎜を超える大雨を観測した。

この大雨により網走川の水位が上昇し、津別町、美幌町では内水の自然排除

が出来なくなったためポンプによる排水を実施。網走湖の水位が上昇し警戒水

位以上の継続時間が 234 時間も続き旧女満別町住吉地区では堤防基盤漏水が発

生したため月の輪工を実施。 

9/11  7:00～  内水排除作業開始（津別町 3箇所、美幌町 8箇所） 

9/15  9:50～ 月の輪工作成開始（旧女満別町 7 箇所 約 700ha の浸水被害を

軽減） 

■投入人員 
 ○応急災害復旧協定業者2社に加え3～4社と

網走建設業協会の応援を得て作業にあたった。 

 ○内水排除 

  ・作業延べ人数  193 人 

 ○月の輪工作成 

  ・作業延べ人数  271 人 

 

月の輪工作製 土のう作製 内水排除作業 
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地域における活動事例②
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地域における活動事例③

稚内港重油流出事故へ迅速な対応

■経緯
・平成19年7月11日午前８時半ころ稚内港中央ふ頭でＡ重油４千リットルが流出。
・船艇等を有する地元建設業者は、道北地区沿岸海域排出油防除協議会員と
して、海保職員、消防署などと連携し出動。オイルフェンス設置や吸着マットの
投入、くみ取り作業を行い午後１時３０分過ぎに全量を無事回収。
（※）協議会＝「道北地区沿岸海域排出油等防除協議会」
宗谷支庁沿岸海域及び留萌支庁天塩町並びに遠別町沿岸海域において、船舶又
は海洋施設から油等の排出事故が発生し、原因者のみでは的確な防除措置ができ
ない場合、関係機関及び団体等が、総合的な排出油等防除活動等を行うために設立
された協議会をいう。

平成１９年７月１１日に発生した稚内港中央ふ頭重油流出事故（Ａ重油４千リットル）では、船艇等を有す
る地元建設業者が協議会員（※）として、海上保安部、消防署等と連携しオイルフェンスや油吸着マットの
設置等を迅速に実施、午後１時半すぎに無事全量を回収した。


